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事 業 名 戦略的環境アセスメントの推進

上位施策名 環境影響評価等

１ 事業の概要 環境基本法第１９条にもあるとおり、環境影響評価をより効果的に行う
ためには、個別の事業の計画、実施に枠組みを与えることになる計画（上
位計画）や政策についても環境の保全に配慮することが必要である。
本事業は、
① 事業実施に先立つ上位計画や政策に対する環境アセスメント、すなわ
ち「戦略的環境アセスメント （ＳＥＡ）に関する内容、手法などの具」
体的な検討及び制度化の検討
② 国や地方公共団体における取組の実例に基づく有効性、実効性の検証
③ 環境配慮のあり方に関するガイドラインの作成
を行うものである。

２ 進捗状況 平成 年度から２年間、 を開催10 戦略的環境アセスメント総合研究会
し、ＳＥＡに関する諸外国等の動向を調査し、平成 年８月、ＳＥＡ導12
入に向けた基本的考え方や留意点等について報告書をとりまとめた。
これを受けて、平成１２年度から個別分野におけるＳＥＡの手続手法等
のあり方について、具体的な検討を進めている。
また、事業所管官庁や地方公共団体と連携・協力を図り、ＳＥＡ導入へ
の働きかけや助言等を行っているところ。

３ 評価 ○ ＳＥＡは、①環境配慮を環境影響のおそれのある施策等の意思決定に
組み込むため、また、②環境影響評価法等による事業の実施段階での環
境アセスメントの限界を補完するため、有効なツールである。
本年ＥＵにおいて計画・プログラムに対するアセスメントに関する指
令が合意されるなど、近年諸外国で導入の動きが拡大している。また、
我が国の地方公共団体においても制度の検討や実施を図ろうとしてお
り、我が国における導入について検討することが必要である。

○ ＳＥＡについて、研究会報告書で、基本的な考え方を提言したところ
であるが、新しい政策ツールであり、具体的な手法等が確立されておら
ず、モデルとなる手法を検討・提示したり、活用できる幅広い情報の整
備をすることが必要である。

○ また、事業所管官庁や地方公共団体における試行による実績づくりを
推進することが必要である。その際、環境省としてもこれをサポートす
る方策を検討すべきである。

○ ＳＥＡの対象としては、具体的な内容をもつ計画・プログラムに重点
をおいて検討を進めているが、もっと早期の「政策」段階での環境配慮
についても社会的関心が高く、ＳＥＡの検討を進める必要がある。

４ 予算事項 ・戦略的環境アセスメント導入推進費

５ 対応副施策等

http://www.eic.or.jp/eanet/assessment/sea/index.html

